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回次
第82期

第３四半期
累計期間

第83期
第３四半期
累計期間

第82期

会計期間

自2021年
10月１日
至2022年
６月30日

自2022年
10月１日
至2023年
６月30日

自2021年
10月１日
至2022年
９月30日

売上高 (千円) 15,306,285 14,704,044 21,045,811

経常利益 (千円) 295,785 62,826 173,104

四半期(当期)純利益 (千円) 241,306 46,857 133,020

持分法を適用した場合の投資損失（△） (千円) △6,576 △5,600 △9,121

資本金 (千円) 100,000 257,792 257,792

発行済株式総数 (百株) 16,004 19,340 19,340

純資産額 (千円) 368,153 629,311 564,699

総資産額 (千円) 8,000,655 7,322,879 8,235,813

１株当たり四半期（当期）純利益金額 (円) 150.84 24.23 81.75

潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) － 24.02 81.74

１株当たり配当額 (円) － － －

自己資本比率 (％) 4.6 8.4 6.7

回次
第82期

第３四半期
会計期間

第83期
第３四半期
会計期間

会計期間

自2022年
４月１日
至2022年
６月30日

自2023年
４月１日
至2023年
６月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 100.89 44.34

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結経営指標等」については記載しておりません。
２．第82期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２【事業の内容】
当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。
なお、当社100％出資により「太洋物産科技（煙台）有限公司（特定子会社）」を設立しましたが、現時点では重

要性が乏しいため、非連結子会社としております。

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】
当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについて重要な変更はありません。

継続企業の前提に関する重要事象等について
　該当事項はありません。
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２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況
①経営成績の状況

当第３四半期累計期間における世界経済は、新型コロナウイルス感染症が収束に向かいつつあり、景気に持ち直しの
動きが見られるものの、ロシア・ウクライナ情勢の長期化や国際情勢による原材料価格の上昇等により先行きが不透明
な状況が依然として続いております。

このような環境の中、当社は、主要商品である食肉関連において、営業利益率及び資金効率の向上を目指し、当事業
年度より、輸入鶏肉の取扱の縮小を進めてまいりました。加工品をはじめとする新規商材の開拓等も含め、さらに利益
率の高い商材へとシフトを進めております。

この結果、当第３四半期累計期間における売上高は 147億４百万円(前年同四半期累計期間比 3.9％減)、営業利益98
百万円(前年同四半期累計期間比66.3％減)、経常利益62百万円(前年同四半期累計期間比78.8％減)、四半期純利益46百
万円(前年同四半期累計期間比80.6％減)となりました。

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

(食料部)
牛肉は、前年同期比と比較して外食産業の需要は、増加傾向にあるものの、産地価格の高騰等により厳しい状況が

続き取扱数量・売上高ともに減少となりました。タイ産加工食品は、新規商材の提案が成約等もあり、取扱数量・売
上高とも前年同期比では増加しました。鶏肉は、輸入鶏肉の縮小を進めたこともあり、取扱数量・売上高ともに前年
同期比で減少となりました。一方で国産鶏肉が徐々に成約を積み上げてきております。

この結果、当第３四半期累計期間での売上高は、60億95百万円(前年同四半期累計期間比16.6％減)となりました。

(営業開拓部)
農産品は、産地価格の高騰や、現地からの船積み遅れ等が生じているものの、利益率の高い新規の商品の取引を伸

ばすことができ、売上高を増加させることができました。化学品につきましては、価格競争の影響や為替相場の影響
により売上高・数量共に減少しました。また、中国関連におきましては、中国向け自動車販売やネット事業者向け商
材の販売が順調に推移しておりますが、中国の春節前のコロナ政策の転換による影響により売上高は前年同期比で減
少となりました。

この結果、当第３四半期累計期間での売上高は、64億94百万円(前年同四半期累計期間比1.2％増)となりました。

(生活産業部)
輸入豚肉は、市場における在庫過剰感が依然として続いておりますが、新規の取組による商材の成約もあり、取扱

数量・売上高ともに前年同期比では増加いたしました。
この結果、当第３四半期累計期間での売上高は、21億13百万円(前年同四半期累計期間比34.1％増)となりました。

②財政状態の状況
当第３四半期会計期間末の資産につきましては、主に売掛債権及び商品等の減少により前事業年度末に比べ９億12

百万円減少し、73億22百万円となりました。
負債につきましては、仕入債務の減少及び借入金の返済により前事業年度末に比べ９億77百万円減少し、66億93百

万円となりました。
純資産につきましては、四半期純利益の計上等により前事業年度末に比べ64百万円増加し、６億29百万円となりま

した。

(2) 会計上の見積及び当該見積りに用いた仮定
該当事項はありません。

(3) 経営方針・経営戦略等
当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等に重要な変更はありません。

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題
当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の課題はありません。

(5) 研究開発活動
該当事項はありません。
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セグメントの名称
当第３四半期累計期間
（自　2022年10月１日

　　至　2023年６月30日）
前年同四半期比（％）

食料部 4,924,333（千円） 69.2
営業開拓部 6,224,510（千円） 94.9
生活産業部 2,037,644（千円） 111.3

合計 13,186,488（千円） 85.0

セグメントの名称 受注高（千円）
前年同四半期比

(％)
受注残高（千円）

前年同四半期比
（％）

食料部 6,334,843 108.4 1,614,909 99.0
営業開拓部 7,372,911 109.3 1,250,900 146.2
生活産業部 2,235,264 107.1 405,638 57.1

合計 15,943,019 108.7 3,271,447 102.3

セグメントの名称
当第３四半期累計期間
（自　2022年10月１日

　　至　2023年６月30日）
前年同四半期比（％）

食料部 6,095,455（千円） 83.3
営業開拓部 6,494,811（千円） 101.2
生活産業部 2,113,777（千円） 134.1

合計 14,704,044（千円） 96.0

(6) 仕入、受注及び販売の実績
①商品仕入実績
　　食料部の仕入実績が著しく減少しております。
　　これは、主にブラジル産鶏肉の仕入が減少したことによります。

当第３四半期累計期間の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次の通りであります。

②受注実績
　　営業開拓部の受注残高が著しく増加しております。
　　これは、主に農産品のうち蕎麦の受注が増加したことによります。
　　生活産業部の受注残高が著しく減少しております。
　　これは、主に欧州産豚肉の受注が減少したことによります。

当第３四半期累計期間の受注実績をセグメントごとに示すと、次の通りであります。

③販売実績
食料部の販売実績が著しく減少しております。
これは、主に輸入鶏肉の販売を縮小していることによります。
生活産業部の販売実績が著しく増加しております。
これは、主に欧州産豚肉の販売が前年同期比では増加したことによります。
当第３四半期累計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次の通りであります。

３【経営上の重要な契約等】
当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,000,000

計 4,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2023年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年８月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,934,019 1,934,019
東京証券取引所

スタンダード市場
単元株式数は

100株であります。

計 1,934,019 1,934,019 － －

②【発行済株式】

(注）「提出日現在発行数」欄には、2023年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数は含まれて
おりません。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2023年４月１日～

2023年６月30日
－ 1,934,019 － 257,792 － 157,792

具体的な使途 金　額 支出予定時期

ペットフード事業への投資資金

ペットフード機械取得費用 80百万円 2022年９月～10月

太陽光事業への投資資金

産業用太陽光発電システムに係る事業開発費用 400百万円 2022年９月～2023年7月

ECOミート事業への投資資金

ECOミートに係る事業開発費用 318百万円 2022年９月～2025年7月

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

(注)2023年６月13日付け「新株式及び新株予約権の発行に関する資金使途変更に関するお知らせ」において開示しまし
た通り、以下の重要な変更が生じております。

（1）変更の理由

当社は、生活者の生活の質の向上に貢献する価値の創造を目指し、企業活動・事業活動に従事しております。

そのために、企業活動の活性化と経営基盤を強化し、多様な付加価値を創造することで、特定地域や分野で能力

を発揮できる専門商社となることを目指し努力を重ねており、①利益率の向上と安定的利益の確保、②リスクの

分散・回避、③機動的な資金の投入、④純資産の部の改善といった４つの基本方針の下、全社一丸となって取り

組んでおります。

本資金調達の実行に伴い、新たな事業基盤の確立を模索しておりますが、一方で、2023年５月25日に「海外子

会社（中国）設立に関するお知らせ」にて、お知らせいたしましたとおり、この度、中国国内のシロップの需要

に対応するため、中華人民共和国（煙台市）の煙台総合保税区において、新たに現地法人を設立する新たな取り

組みを開始致しました。

本資金調達計画時に決定致しました資金使途につきましては、一部実行しているものもあり、現時点におきま

しても引き続き事業化を目指し推進しておりますが、一方で、中国国内に向けたシロップの製造販売につきまし

ては既に事業化の目途がついていることから、本資金調達の際に決定した資金使途を一部変更し、海外子会社の

設立資金に充当することと致しました。

（2）変更の内容

変更箇所に下線を付して表示しております。

変更前の本資金調達の資金使途（当初予定）
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具体的な使途 金　額 支出予定時期

ペットフード事業への投資資金

ペットフード機械取得費用 60百万円 2022年９月～2023年12月

太陽光事業への投資資金

産業用太陽光発電システムに係る事業開発費用 380百万円 2022年９月～2023年12月

ECOミート事業への投資資金

ECOミートに係る事業開発費用 298百万円 2022年９月～2025年7月

煙台における中国国内向けシロップ販売の事業資金

煙台における中国国内向けシロップ販売の事業資金 60百万円 2023年６月～2024年３月

変更後の本資金調達の具体的な使途

現在の資金使途への充当状況として、「①ペットフード事業への投資資金」につきましては、導入を予定して

おりましたペットフードの原料を加工するミキサー機につきましては、当初新品の購入を予定しておりました

が、中古での機器の譲受ができたため、当初中古機器1台を取得し、一部修繕を致しました。その費用として、70

万円を充当しております。

なお、現時点におきましましては、原材料の高騰から当社の想定する仕入ができないことから、事業規模を制

限して進めております。今後ペットフード向けの原材料の仕入が円滑にできるようになった際に、ミキサー機を

増設し、当初想定していた事業規模へと拡大する予定です。

次に、太陽光事業への投資資金につきましては、当社の想定する投資規模及び想定利回りを勘案し、継続して

候補となる案件を検討しており、引き続き、具体的な投資案件を検討してまいります。

ECOミート事業に関しましても、現在本件事業で提携できる企業を探しており、提携する企業が見つかり次

第、実行に移してまいります。

また、今般新たに、中国国内向けシロップ販売の事業資金として、合計60百万円の支出を予定しております。

その内訳としましては、原材料からシロップを精製する機械装置の購入資金として30百万円、その他売上計上ま

での運転資金として30百万円の合計60百万円を予定しております。

なお、60百万円の支出につきましては、設立した子会社への出資として支出する予定です。また、当該事業資

金の60百万円に充当した分につきましては、本資金調達時に計画した資金使途から減額し調整することとしてお

ります。

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

2023年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,931,800 19,318 －

単元未満株式 普通株式 1,519 － －

発行済株式総数 1,934,019 － －

総株主の議決権 － 19,318 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式が53株含まれております。

2023年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

太洋物産㈱
東京都新宿区市谷砂
土原町三丁目５番地

700 － 700 0.03

計 700 － 700 0.03

②【自己株式等】

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（2023年４月１日から2023年６

月30日まで）及び第３四半期累計期間（2022年10月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期財務諸表についてフ

ロンティア監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について
当社は、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から判断し、現時点での

当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏
しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次の通りであります。
資産基準　　　　1.0％
売上高基準　　　0.0％
利益基準　　　　0.0％
利益剰余金基準　0.0％
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（単位：千円）

前事業年度
(2022年９月30日)

当第３四半期会計期間
(2023年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 320,126 733,025

受取手形及び売掛金 4,398,704 4,056,573

商品 2,592,884 1,503,783

その他 394,181 439,916

流動資産合計 7,705,896 6,733,299

固定資産

有形固定資産 228,905 223,929

無形固定資産 2,859 2,859

投資その他の資産 298,151 362,792

固定資産合計 529,916 589,580

資産合計 8,235,813 7,322,879

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,154,025 771,158

短期借入金 5,949,610 5,574,996

未払費用 345,632 145,637

その他 74,808 54,932

流動負債合計 7,524,077 6,546,724

固定負債

退職給付引当金 107,875 100,960

その他 39,161 45,883

固定負債合計 147,036 146,843

負債合計 7,671,113 6,693,568

純資産の部

株主資本

資本金 257,792 257,792

資本剰余金 157,792 157,792

利益剰余金 130,455 177,312

自己株式 △969 △969

株主資本合計 545,071 591,928

評価・換算差額等

繰延ヘッジ損益 10,699 24,020

評価・換算差額等合計 10,699 24,020

新株予約権 8,927 13,361

純資産合計 564,699 629,311

負債純資産合計 8,235,813 7,322,879

１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】
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（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　2021年10月１日
　至　2022年６月30日)

当第３四半期累計期間
(自　2022年10月１日

　至　2023年６月30日)

売上高 15,306,285 14,704,044

売上原価 14,643,095 14,275,589

売上総利益 663,190 428,455

販売費及び一般管理費 371,539 330,181

営業利益 291,650 98,273

営業外収益

受取賃貸料 7,300 8,503

為替差益 28,876 1,763

保険解約返戻金 17,363 1,050

助成金収入 2,995 －

その他 772 1,091

営業外収益合計 57,307 12,408

営業外費用

支払利息 41,372 40,584

その他 11,800 7,271

営業外費用合計 53,172 47,855

経常利益 295,785 62,826

特別損失

減損損失 23,396 －

特別損失合計 23,396 －

税引前四半期純利益 272,388 62,826

法人税、住民税及び事業税 39,317 15,125

法人税等調整額 △8,234 843

法人税等合計 31,082 15,969

四半期純利益 241,306 46,857

（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】
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【注記事項】

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積りについて）

前事業年度の有価証券報告書の追加情報に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に関する内容について重要

な変更はありません。

前事業年度
（2022年９月30日）

当第３四半期会計期間
（2023年６月30日）

輸出手形割引高 62,672千円 3,939千円

（四半期貸借対照表関係）

輸出手形割引高

（四半期損益計算書関係）

該当事項はありません。

前第３四半期累計期間
（自　2021年10月１日

至　2022年６月30日）

当第３四半期累計期間
（自　2022年10月１日

至　2023年６月30日）

減価償却費 6,311千円 5,645千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計
期間に係る減価償却費は、次のとおりであります。

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自 2021年10月１日 至 2022年６月30日）
配当に関する事項

該当事項はありません。

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自 2022年10月１日 至 2023年６月30日）
配当に関する事項

該当事項はありません。

前事業年度

（2022年９月30日）

当第３四半期会計期間

（2023年６月30日）

関連会社に対する投資の金額 59,442 千円 59,442 千円

持分法を適用した場合の投資の金額 125,767 117,438

前第３四半期累計期間 当第３四半期累計期間
（自 2021年10月１日

至 2022年６月30日）
（自 2022年10月１日

至 2023年６月30日）
持分法を適用した場合の投資損失（△）
の金額

△6,576 千円 △5,600 千円

（持分法損益等）
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（企業結合等関係）

該当事項はありません。

（単位：千円）

食料部 営業開拓部 生活産業部
調整額

（注）１

四半期損益計算書

計上額（注）２

売上高
外部顧客への売
上高

7,316,692 6,413,539 1,576,053 － 15,306,285

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

－ － － － －

計 7,316,692 6,413,539 1,576,053 － 15,306,285
セグメント利益 326,091 87,008 15,464 △136,915 291,650

（単位：千円）

食料部 営業開拓部 生活産業部 全社 合計

減損損失 － － － 23,396 23,396

（単位：千円）

食料部 営業開拓部 生活産業部
調整額
（注）１

四半期損益計算書

計上額（注）２

売上高
外部顧客への売
上高

6,095,455 6,494,811 2,113,777 － 14,704,044

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

－ － － － －

計 6,095,455 6,494,811 2,113,777 － 14,704,044
セグメント利益 86,875 78,824 41,103 △108,530 98,273

（セグメント情報等）

【セグメント情報】
Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　2021年10月１日　至　2022年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

(注)１．セグメント利益の調整額△136,915千円は、報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。
２．セグメント利益の合計額は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（注）「全社」の金額は、セグメントに帰属しない全社資産に係わる減損損失であります。

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　2022年10月１日　至　2023年６月30日）
１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

(注)１．セグメント利益の調整額△108,530千円は、報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。
２．セグメント利益の合計額は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
該当事項はありません。
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商品区分
報告セグメント

金額（千円）
食料部 営業開拓部 生活産業部

牛肉 1,387,332 1,387,332

牛肉その他 660,403 660,403

加工食品 1,214,515 1,214,515

鶏肉 3,748,525 3,748,525

鶏肉その他 305,914 305,914

農産品 1,370,526 1,370,526

化学品 394,073 394,073

中国関連 4,648,939 4,648,939

豚肉 1,574,537 1,574,537

その他 1,516 1,516

顧客との契約から生じる収益 7,316,692 6,413,539 1,576,053 15,306,285

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 7,316,692 6,413,539 1,576,053 15,306,285

商品区分
報告セグメント

金額（千円）
食料部 営業開拓部 生活産業部

牛肉 1,243,643 1,243,643

牛肉その他 311,775 311,775

加工食品 1,574,581 1,574,581

輸入鶏肉 2,135,281 2,135,281

鶏肉その他 315,673 315,673

国産鶏肉 514,499 514,499

農産品 1,720,901 1,720,901

化学品 310,595 310,595

中国関連 4,463,315 4,463,315

豚肉 2,111,321 2,111,321

その他 2,455 2,455

顧客との契約から生じる収益 6,095,455 6,494,811 2,113,777 14,704,044

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 6,095,455 6,494,811 2,113,777 14,704,044

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

商品区分別に分解した売上高は以下のとおりです。

前第３四半期累計期間（自　2021年10月１日　至　2022年６月30日）

当第３四半期累計期間（自　2022年10月１日　至　2023年６月30日）
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前第３四半期累計期間
（自 2021年10月１日

至 2022年６月30日）

当第３四半期累計期間
（自 2022年10月１日

至 2023年６月30日）

(1)１株当たり四半期純利益金額 150.84円 24.23円

（算定上の基礎）

四半期純利益金額（千円） 241,306 46,857

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 241,306 46,857

普通株式の期中平均株式数（株） 1,599,666 1,933,266

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円 24.02円

（算定上の基礎）

四半期純利益調整額 － －

普通株式増加数（千株） － 547

（うち新株予約権（千株）） － （547）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式
で、前事業年度末からの重要な変動があったものの
概要

－ －

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

(注)前第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年８月10日

太洋物産株式会社

取締役会　御中

フロンティア監査法人

東京都品川区

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 藤 井 幸 雄

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 青 野 　 賢

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太洋物産株式会社

の2022年10月１日から2023年９月30日までの第83期事業年度の第３四半期会計期間（2023年４月１日から2023年６月30日

まで）及び第３四半期累計期間（2022年10月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸

借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、太洋物産株式会社の2023年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。

その他の事項

会社の2022年9月30日をもって終了した前事業年度の第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間に係る四半期財務諸

表並びに前事業年度の財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が実施されている。前任監査

人は、当該四半期財務諸表に対して2022年８月12日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該財務諸表に対して

2022年12月28日付けで無限定適正意見を表明している。

四半期財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合は、

四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レビュ



（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、当社（四半期報告書提出会

社）が四半期財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

ー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる

可能性がある。

・四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠

していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められ

ないかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長 松島　伸介 は、当社の第83期第３四半期（自2023年４月１日 至2023年６月30日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

特記すべき事項はありません。


